
取組実績に対する「評価」及び「今後の方向性」の基準は以下のとおりです。

評価基準の内容

評価基準 内　　容

A評価 計画を超えて、進捗している。

B評価 概ね計画どおり。（取組目標値の達成率80～100％）

C評価
計画に達していないが、一定の成果が見られる。（取組目標値の達成
率60～79％であり、一定の成果が見られたもの）

D評価 計画に達していない。（取組目標値の達成率40～79％）

E評価 ほとんど進捗していない。（取組目標値の達成率40％未満）

― 令和２年度に取り組むべき計画がない。

今後の方向性

判定基準 内　　容

目標を達成 取組目標が達成されたため、取組を終了する。

目標を拡充 十分な効果が見られたことから、取組内容・目標値の拡大を行う。

取組継続 計画どおりに取組を継続する。

要改善 効果が不十分であったことから、取組内容の改善を行う。

取組中止 継続的な取組実施を予定していたが中止する。

第３次行財政改革実施計画の実績・評価
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基本目標１　小さな行政・質の高いサービスの提供

今後の方向性【判定】

意見（要旨）

№1 行政評価の推進 B 取組継続 取組継続

№2 入札、契約制度の見直し B 取組継続 取組継続

№3 公共工事の品質確保 A 取組継続 取組継続

№4
公共施設等総合管理計画等の
推進

C 取組継続
廃止施設については、解体・譲渡を行うま
での間、引き続き、草刈等の適切な維持管
理が必要である。

取組継続

№5 公共施設等の長寿命化 B 取組継続 取組継続

№6 市営住宅ストックの有効活用 B 取組継続 取組継続

№7 統合こども園の整備推進

№8 保育施設の統廃合の検討 ― 取組継続 取組継続

№9
総合保健福祉センターの施設機
能見直し

B 取組継続 取組継続

№10 総合会館等の統廃合 B 目標を達成 目標を達成

№11 新市民図書館の整備推進

№12
クロスランドおやべの長寿命化・
集約化の検討

C 取組継続 取組継続

№13
小中学校の適正規模、適正配置
の検討

C 取組継続
老朽化が進んでいるため、早急に方針を
示す必要がある。

取組継続

№14 開館日時の見直し B 取組継続 取組継続

№15 PPP/PFI手法導入の検討 D 取組継続 取組継続

№16 指定管理者制度の活用 B 取組継続
新型コロナウイルス感染症により指定管理
者の収益に影響があった場合は、必要に
応じて支援を行う必要がある。

取組継続

№17 民間委託の推進 B 取組継続 取組継続

№18
職員の定数管理と任用制度の活
用

B 取組継続
歳入に見合った人件費が望ましいと考えら
れることから、他の自治体と比較する必要
がある。

取組継続

№19 給与制度の適正な運用 B 取組継続 取組継続

№20 人材育成の推進 B 取組継続 取組継続

№21 職員研修の充実 C 要改善
新型コロナウイルス感染症により実施でき
なかった取組に対する評価については、特
別な事情を考慮してもよい。

要改善

№22 職員提案制度の拡充 A 目標を拡充 目標を拡充

№23 効率的な組織体制づくり B 取組継続 取組継続

第３次小矢部市行財政改革実施計画　評価結果一覧

施策 取組項目
R2実績に
対する評

価
市民会議
【判定】

本部会議
【判定】

(1)
事務事業の効率
化・適正化

(2)
公共施設マネジメン
トの推進

令和元年度　達成済み

令和元年度　達成済み

(3)
民間活力の活用推
進

(4)
職員力の強化・組
織力の向上

別紙１
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基本目標２　持続可能な財政基盤の強化

今後の方向性【判定】

意見（要旨）

№24 投資的事業の計画的な実施 B 取組継続 取組継続

№25 公債費の抑制 B 取組継続 取組継続

№26 物件費の節約 B 取組継続 取組継続

№27 上水道事業の健全経営維持 B 取組継続 取組継続

№28 下水道事業の健全経営維持 B 取組継続 取組継続

№29 稲葉山牧野の経営の安定化 A 取組継続 取組継続

№30 介護給付費の抑制 B 取組継続 取組継続

№31 国保医療費の適正化対策 C 取組継続 取組継続

№32 市税収納率の向上 A 取組継続 取組継続

№33 未利用財産の売却、利活用 B 取組継続 取組継続

№34 新たな財源の確保 A 目標を拡充 目標を拡充

№35 企業誘致の推進 E 取組継続 取組継続

基本目標３　市民協働の充実・推進

今後の方向性【判定】

意見（要旨）

№36
おやべ型１％まちづくり事業の推
進

C 取組継続

新型コロナウイルス感染症により実施でき
なかった取組に対する評価であるため、評
価Ｄは厳しい。
継続事業について、明らかな効果が認めら
れる場合は、補助上限額を増額する等、柔
軟な対応が必要である。

取組継続

№37
市民、事業者が取り組むごみの
減量化の推進

B 取組継続 取組継続

№38
市民、地域との連携による空き家
対策の推進

A 取組継続
空き家空き地を市で購入し、建替予定者と
土地を交換し、区画整理に準じた街中整備
を行う等の対応が必要である。

取組継続

№39 市長交際費の公開 B 取組継続 取組継続

№40 広報広聴業務の充実 C 取組継続 取組継続

№41 受益者負担の適正化 B 取組継続 取組継続

№42 補助金の見直し A 取組継続 取組継続

№43 電子自治体の推進 B 取組継続 取組継続

№44 情報発信手段の積極的な活用 C 取組継続 取組継続

№45 市民満足度調査の定期的な実施 ― 取組継続 取組継続

№46
市営バスの利便性向上による生
活交通手段の充実

B 取組継続 取組継続

施策
R2実績に
対する評

価
市民会議
【判定】

本部会議
【判定】

(1) 健全財政の維持

取組項目

(2)
自主財源の確保及
び創出

施策 取組項目
R2実績に
対する評

価
市民会議
【判定】

本部会議
【判定】

(1)
市民主体の活動支
援の充実

(2)
市政情報の共有化
と透明性の確保

(3) 住民負担の適正化

(4)
ICT(情報通信技術)
の利活用

(5) 市民満足度の向上
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（１）事務事業の効率化・適正化

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 5% 5% 5% 5%

a：実績値 4.7% 4.5%

B B

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

B B

取組スケジュール等 令和３年度

基本目標１　小さな行政・質の高いサービスの提供

№1 取組項目 行政評価の推進 企画政策課

現状・
課題

・現行の行政評価は、事務事業に要したコストを歳入歳出ベースで把握しているが、今後は地方公
会計制度の導入を踏まえ、引当金や減価償却費等も含めたフルコストによる評価が必要である。

取組
内容

・より効率的な行財政運営を推進するため、事業に要したコストや実績等を総括的に勘案し、行政サービスの評価を
行い、その評価結果を基に予算編成や事業の執行に反映させる。

取組スケジュール等 令和３年度

評価手法の見直し
評価の実施
【事務事業の見直し
率】

計画

5%

取組
内容

・入札制度検討委員会で協議検討を行い、発注者責務として適宜入札、契約制度等の見直しを行う。

№2 取組項目 入札、契約制度の見直し 財政課

現状・
課題

・品確法が基本理念とする現在及び将来の公共工事の品質確保や担い手の中長期的な育成・確
保の促進を図る必要がある。

c：評価

d：令和２年度の実績
「第７次小矢部市総合計画」43 政策に係る前期実施計画127 事業のうち、令和３年
度に事業実施が予定される111事業について、事務事業評価を行った。
【評価結果】事業終了２、現行どおり106、事業内容改善２、事業拡大１

e：今後の具体的な取組 引き続き、行政評価を行い、結果を予算編成や事業執行に反映させる。

入札制度検討委員会
の開催

計画

e：今後の具体的な取組
国県、他市の状況調査を行い、入札制度検討委員会を開催し、入札・契約制度を
検討する。

c：評価

d：令和２年度の実績
令和３年２月開催の入札制度検討委員会において、令和３・４年度の建設業者競争
入札格付基準の見直し、建設工事等の前払金限度額の撤廃、低入札調査基準価
格の設定範囲の見直しを行った。

開催等

評価手法の

見直し
評価の実施

別紙２
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基本目標１　小さな行政・質の高いサービスの提供

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 5人 5人 5人 5人

a：実績値 9人 0人

目標値 10件 10件 10件 10件

a：実績値 13件 4件

／

78.2 78.1

104.3 104.1

A A

（２）公共施設マネジメントの推進

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 70% 100%

a：実績値 89% 100%

／

0 3

0.0 30.0

E C

c：評価

d：令和２年度の実績
新型コロナウイルス感染症の影響により研修会等は中止となったが、安全パトロー
ルを実施し、公共工事の品質及び施工技術の確保に努めた。

e：今後の具体的な取組
新型コロナウイルス感染症の状況を見極めながら各種研修会に参加するとともに、
安全パトロール等を定期的に実施する。

c：評価

令和５年度
(ー)

譲渡又は解体施設数（累計） 10施設以上（令和5年度）

長寿命化計画の策定
【策定率】

計画

－

達成度(自動計算)

達成度(自動計算)

№3 取組項目 公共工事の品質確保 行政ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ課

現状・
課題

・市民や工事関係者の施行状況・品質等に対する関心の高まりにより、検査員や監督員の能力向
上をより一層図る必要がある。

工事監察・安全パト
ロールの実施
【実施件数】

計画

10件

取組目標　／　目標値（目標年度） 工事評定点平均点 75点以上(毎年度)

取組
内容

・適正かつ効率的な検査業務を実施し、公共工事の品質及び施工技術の確保を図る。

取組スケジュール等 令和３年度

検査員・監督員の能
力向上
【参加人数】

計画

5人

令和４年度

公共施設等総合管理
計画等の進捗管理

計画

取組
内容

・公共施設等総合管理計画、公共施設再編計画を着実に推進させるため、各計画の進捗管理、見直し及び全施設
に係る長寿命化計画の策定を行う。

取組スケジュール等 令和３年度

令和５年度
(平成29年度)

現状・
課題

・高度経済成長期に整備した公共施設の多くは老朽化が進み、近い将来には、改修費、更新費に
多額の経費を要するため、中長期的な視点をもって、財政負担の軽減及び平準化を図る必要があ
る。

77.9

№4 取組項目 公共施設等総合管理計画等の推進 行政ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ課

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

e：今後の具体的な取組

令和３年度策定予定の小中学校再編推進計画等と整合性を図ったうえで、公共施
設等総合管理計画等の見直しを行う。
また、引き続き、公益社団法人富山県宅地建物取引協会と連携を図り、廃止施設
の公売を推進する。

d：令和２年度の実績

小中学校、その他教育施設等の長寿命化計画の策定完了により、全ての公共施設
について長寿命化計画の策定を終えた。
また、市営有料駐車場管理棟、城山町まちなか公衆トイレを解体し、旧若林保育所
を民間へ売却した。

定期的な実施

研修会等への参加

進捗管理 見直し 進捗管理

策定 進捗管理・見直し
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基本目標１　小さな行政・質の高いサービスの提供

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

／

100.0% 100.0%

100.0 100.0

B B

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

／

92.2% 89.5%

94.1 91.3

B B

№5 取組項目 公共施設等の長寿命化 施設所管課

保守点検の徹底 計画

現状・
課題

・不具合が生じた場合、速やかに修繕等を行っているが、安全かつ快適に利用してもらえるよう、計
画的な改修が必要である。

取組
内容

・公共施設等総合管理計画、公共施設再編計画に基づき、公共施設及びインフラの維持管理方法について、事後
保全型から予防保全型に転換し、長寿命化を図る。

取組スケジュール等 令和３年度

－

№6 取組項目 市営住宅ストックの有効活用 都市建設課

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

公共施設に係る長寿命化計画に基づく
予防保全実施率

100％（令和5年度）

令和５年度
(－)

c：評価

d：令和２年度の実績
公共施設再編計画において改修計画を位置付けした29施設について、計画どおり
長寿命化対策を実施することができた。

e：今後の具体的な取組
引き続き定期点検を実施するとともに、長寿命化計画に基づく長寿命化対策を実
施する。

達成度(自動計算)

計画的な修繕の実施 計画

現状・
課題

・実質管理戸数150戸のうち、入居中や募集中が138戸であり、住宅ストック供給率が92％（平成30
年12月末現在）となっている。

取組
内容

・計画的な修繕をすすめ、市営住宅ストックの有効活用を図る。

取組スケジュール等 令和３年度

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
(平成29年度)

98％以上（令和5年度）住宅ストック供給率

88.5%

c：評価

d：令和２年度の実績
住戸改善(3戸)を実施した。
・矢水町第1住宅2号棟 1戸　・津沢第3住宅１号棟 1戸　・石動住宅B棟 1戸
　※入居中119戸＋募集中17戸／管理戸数152＝供給率89.5％

e：今後の具体的な取組 長寿命化対策工事等による住宅ストックの良好な維持管理の継続を図る。

達成度(自動計算)

実施

点検リストの作成 保守点検・予防保全の実施
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基本目標１　小さな行政・質の高いサービスの提供

担当課 今後の方向性

目標を達成

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

整備

整備

／

2

100.0

B

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

 諮問・答申

― ―

現状・
課題

・市立保育所統廃合・民営化等推進委員会の答申を踏まえ、大谷学校区及び蟹谷学校区におけ
る幼保連携型認定こども園の整備を推進する。

取組
内容

・令和２年４月の供用開始に向け、大谷学校区及び蟹谷学校区統合こども園の整備を推進する。

取組スケジュール等 令和３年度

№7 取組項目 統合こども園の整備推進 こども課

蟹谷学校区統合こど
も園の整備

計画

大谷学校区統合こど
も園の整備

計画

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
(平成29年度)

２施設（令和元年度）施設数

現状・
課題

・施設の老朽化及び３歳以上の子どもの数の減少が進む中、一方で、３歳未満の子どもの利用増
等に伴う保育サービスへの対応が求められている。

取組
内容

・未統合の保育施設（石動きらりこども園、埴生保育所、水島保育所）について、保育環境や施設の老朽化等を総合
的に勘案して、統廃合の必要性を検討する。

達成度(自動計算)

取組スケジュール等 令和３年度

７施設

№8 取組項目 保育施設の統廃合の検討 こども課

c：評価

d：令和元年度の実績 令和２年４月の供用開始に向け、計画どおり、こども園の整備を完了した。

e：今後の具体的な取組

市立保育所統廃合・
民営化等推進委員会
の開催

計画 調査

c：評価

d：令和２年度の実績 令和2年度に取り組むべき計画がない。

e：今後の具体的な取組
令和３年度中に移転・新築する石動青葉保育園の利用申込状況や保護者のニー
ズ等を確認し、保育施設を取り巻く状況の変化を踏まえて取り組む。

方針の検討

令和元年度 達成済み
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基本目標１　小さな行政・質の高いサービスの提供

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

B B

担当課 今後の方向性

目標を達成

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

／

5 1

0.0 100.0

B B

№9 取組項目 総合保健福祉センターの施設機能見直し 社会福祉課

現状・
課題

・国の「まち・ひと・しごと創生基本方針」等において、少子化対策の一環として妊娠期から出産期ま
での様々なニーズに対して総合的相談支援を提供するワンストップ拠点を令和２年度までに整備
することが求められていることから、子育て世代のニーズに合った施設を目指し機能の見直しを図
る必要がある。また、令和２年３月末で営業を終了したタワーの湯跡についても、求められる機能を
検討し利活用を図る必要がある。

取組
内容

・福祉ニーズの多様化に対応するため、総合保健福祉センターの施設機能の見直しを図る。

取組スケジュール等 令和３年度

子育て世代包括支援
センターの整備

計画

№10 取組項目 総合会館等の統廃合 文化ｽﾎﾟｰﾂ課

現状・
課題

・施設の内容が類似し、近接して建設されており、耐震対策が必要となっている総合会館、石動コ
ミュニティセンター、勤労青少年ホーム、市民活動サポートセンターの４施設とまちなかトイレを含め
た統廃合を推進する。

高齢者を中心とした
ニーズに対応する施
設の整備

計画

c：評価

d：令和２年度の実績
子育て世代包括支援センターの整備を完了した。タワーの湯跡の利活用について
検討し、基本構想、基本設計を策定した。

e：今後の具体的な取組
タワーの湯跡について設計・整備を行い、介護予防事業等を実施できる施設として
活用を図る。

取組
内容

・令和２年度の供用開始に向け、総合会館、石動コミュニティセンター等の機能を統合した新施設の整備を推進す
る。

取組スケジュール等 令和３年度

新施設の整備 計画

５施設

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

施設数 １施設（令和2年度）

令和５年度
(平成29年度)

c：評価

d：令和２年度の実績 市民交流プラザを計画どおり、令和２年11月28日に供用開始した。

e：今後の具体的な取組 市民交流プラザ駐車場の整備を進める。

達成度(自動計算)

設計・整備

整備

整備設計調査・検討
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基本目標１　小さな行政・質の高いサービスの提供

担当課 今後の方向性

目標を達成

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

／

1

100.0

B

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

B C

令和３年度

№11 取組項目 新市民図書館の整備推進 文化ｽﾎﾟｰﾂ課

新市民図書館の整備 計画

現状・
課題

・市民図書館は、建築から40年以上経過しており、老朽化による大規模改修、耐震補強が必要であ
る。さらに、３階フロアにあることで、利用しづらく、スペースも不足している。
・おとぎの館図書室の機能と役割の見直しを図り、新図書館を中心とした運営体制について総合的
に検討する必要がある。

取組
内容

・令和２年３月の供用開始に向け、市民図書館とおとぎの館を統合した新施設の整備を推進する。

取組スケジュール等 令和３年度

長寿命化・集約化の
検討

計画

令和４年度

１施設（令和元年度）

令和５年度
(平成29年度)

e：今後の具体的な取組

c：評価

d：令和２年度の実績 集約化の方策を検討するための検討委員会の設置を協議した。

e：今後の具体的な取組 再編化工事基本計画検討委員会を立ち上げ、具体的な方策を検討する。

現状・
課題

・クロスランドおやべの施設は開館以来25年経過（平成31年４月時点）しており、施設・設備の多くは
老朽化が進み、改修費、更新費に多額の経費を要するため、中長期的な視点をもって、財政負担
の軽減及び平準化を図る必要がある。

取組
内容

・ホール機能の見直し、長寿命化を図るとともに、各施設の集約化の検討を進める。

取組スケジュール等

２施設

№12 取組項目 クロスランドおやべの長寿命化・集約化の検討 文化ｽﾎﾟｰﾂ課

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度

c：評価

d：令和元年度の実績
新図書館を計画どおり、令和２年３月に供用開始した。なお、おとぎの館図書室に
ついても３月をもって閉館した。

達成度(自動計算)

取組目標　／　目標値（目標年度） 施設数

整備

方針の検討・決定 改修整備計画の

策定

令和元年度 達成済み

- 9 -



基本目標１　小さな行政・質の高いサービスの提供

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

B C

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 5施設

a：実績値 0 0

B B

現状・
課題

・児童生徒数の減少に伴い、将来を見据えた望ましい教育環境のあり方（市内小中学校の適正規
模、適正配置）についての検討が求められている。

№13 取組項目 小中学校の適正規模、適正配置の検討 教育総務課

№14 取組項目 開館日時の見直し 行政ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ課

現状・
課題

・集会施設やスポーツ施設等の貸館施設において、曜日、時間帯によっては利用が少ないときがあ
る。統一的な算定方法により、施設の稼働率を把握する必要がある。

取組
内容

・小中学校統廃合審議会を開催するとともに、その答申に基づき小中学校の適正規模、適正配置について、検討を
進める。

取組スケジュール等 令和３年度

適正規模、適正配置
の検討

計画

d：令和２年度の実績
小中学校再編推進計画調査委員会を設置し、児童生徒数の予測や大規模修繕に
係る費用等を検討した。一方、国の教育再生実行会議の提言内容と整合性をとる
ため、令和３年４月まで策定作業を延期することとした。

e：今後の具体的な取組
国の動向等も踏まえながら、答申に基づき、小中学校再編推進計画の策定に向
け、総合教育会議及び当該調査委員会において検討を進める。

c：評価

取組
内容

・公共施設の稼働率等の精査により、開館日時の見直しを行い、施設運営の効率化を図る。

取組スケジュール等 令和３年度

稼働率の把握及び開
館日時の見直し
【見直し施設数】

計画

c：評価

d：令和２年度の実績
引き続き、集会施設、スポーツ施設等の貸館施設について、稼働率調査を実施し
た。また、クロスランドおやべ周辺施設の貸館機能集約の見直しに当たり、令和元
年度及び令和２年度の稼働率を活用した。

e：今後の具体的な取組
新型コロナウイルスの影響を考慮したうえで、貸館施設における曜日、時間帯等の
稼働率の比較分析を行うことにより、開館日時の見直しについて検討する。

適正規模・適正配置計画

（再編推進計画）の策定

稼働率の把握 検討 見直し

審議会の開催
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基本目標１　小さな行政・質の高いサービスの提供

（３）民間活力の活用推進

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

B D

※PPP…

※PFI…

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 ４施設

a：実績値 ３施設 ３施設

A B

※指定管理者制度…

d：令和２年度の実績
PPP/PFI研修等に参加することにより先進事例の情報収集に取り組んだ。また、人
口・財政規模等が類似した先進自治体の取組を参考に、調査・検討を行った。

e：今後の具体的な取組
引き続き、人口・財政規模等が類似した団体の事例を収集し、本市に適した
PPP/PFI導入手続について制度設計を行う。

c：評価

d：令和２年度の実績
令和２年度末をもって指定期間が満了する４施設について検討し、３施設の更新、
１施設の廃止を決定した。また、市と指定管理者との責任分担について明確化を図
る等、基本協定書等の見直しを行った。

№15 取組項目 PPP/PFI手法導入の検討 行政ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ課

現状・
課題

・厳しい財政状況の中、多くの公共施設の老朽化が進む現状において、従来からの行政主体の管
理だけではなく、民間事業者の能力、資金等を活用した管理が必要である。

取組
内容

・民間事業者の創意工夫、ノウハウ、資金等の活用により、施設運営の効率化を図るため、PPP/PFI等の導入を検討
する。

取組スケジュール等 令和３年度

PPP/PFI手法導入の
検討

計画

指定管理者制度の導
入検討
【新規導入施設数（累
計）】

計画

２施設

スポーツ施設や文化施設等の市の「公の施設」について、民間事業者を含む幅広い団体が市に代
わって管理運営する制度のこと。

e：今後の具体的な取組
引き続き、新規導入施設を検討するとともに、モニタリングを強化し、適正な管理運
営を図る。

令和３年度

公民連携のこと。行政と民間事業者が連携して公共サービスを行う手法の総称であり、PFI、指定管理者制度、市場
化テスト、公設民営方式、包括的民間委託など、様々な手法がある。Public Private Partnership の略。

公共施設等の建設、維持管理、運営等を、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して効率的かつ効果的
に公共サービスの提供を行う手法。Private Finance Initiative の略。

c：評価

指定管理者制度の活用 行政ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ課

現状・
課題

・本制度の導入状況については、平成30年12月末現在、制度導入に適さない小・中学校等を除く
101施設のうち24施設の導入にとどまっており、更なる適用施設の拡大が課題となっている。

取組
内容

・指定管理者制度を活用するとともに、指定管理者への指導監督を徹底し、サービスの向上と管理の効率化を図る。

取組スケジュール等

№16 取組項目

調査・検討 対象施設の抽出・導入

新規導入施設の検討 導入

制度設計
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基本目標１　小さな行政・質の高いサービスの提供

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

／

0 0

0.0 0.0

B B

（４）職員力の強化・組織力の向上

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 定数（254人）範囲内 定数(267人）範囲内 定数範囲内 定数範囲内

a：実績値 252人 265人

B B

№18 取組項目 職員の定数管理と任用制度の活用 総務課

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度

３件以上（令和5年度）新たな包括的業務委託件数（累計）

－

c：評価

d：令和２年度の実績
新たな包括的業務委託について、県内市町村や他県での事例を調査し、実施の
可能性について検討した。なお、４件の業務について、担当課と調整の上、対象施
設を拡充して契約した。

e：今後の具体的な取組
令和３年度から新たな包括的業務委託の実施に向けて、担当課と連携し契約を行
う。

令和５年度令和４年度
(－)

達成度(自動計算)

現状・
課題

・様々な業務について、限られた財源と人材のなかで、効率的・効果的に実施していくためには、
複数の業務を集約しスケールメリットを生み出す仕組み等の検討が必要である。

№17

職員数の管理

計画

定数範囲内

現状・
課題

・職員の人件費は義務的経費であり、長期間にわたって固定的な経費となるため、定員管理が必
要である。

取組
内容

・職員定数条例の定数（現行254人）の範囲内において、事務事業量を考慮した職員数の管理を行う。
・豊富な経験と専門知識等を有する人材を活用し、弾力的な組織運営を進める。
・再任用制度等を活用する。

取組スケジュール等 令和３年度

再任用制度の活用 計画

c：評価

d：令和２年度の実績

令和２年度から職員定数を267人とし、事務事業量を考慮しつつ、再任用制度や会
計年度任用職員制度などを活用しながら、定数の範囲内で職員管理を行い、円滑
な組織運営に努めた。定数増により豊富な経験と専門知識を有する人材を活用す
ることが可能となり、再任用フルタイム職員13人、任期付職員２人を任用した。（令和
元年度：再任用フルタイム職員２人）

e：今後の具体的な取組
計画的に定員管理することにより、人件費の抑制に努める。また、多様化・高度化
する行政ニーズに対応するため、豊富な経験と専門的知識を有する人材を再任用
職員等として任用し、効率的かつ効果的な行政運営に努める。

取組
内容

・市直営で行っている業務について、複数の業務や施設を包括的に委託し、効率的な運営を図る。

取組スケジュール等

計画

取組項目 民間委託の推進 財政課

令和３年度

包括的業務委託の実
施

継続

継続

対象業務

の抽出
実施調査 実施
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基本目標１　小さな行政・質の高いサービスの提供

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 規則の範囲内 規則の範囲内 規則の範囲内 規則の範囲内

a：実績値 概ね達成 概ね達成

B B

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 １回 １回 １回 １回

a：実績値 １回 １回

B B

№19 取組項目 給与制度の適正な運用 総務課

現状・
課題

・職員給与は、地方公務員法に定める均衡の原則により、国家公務員の給与に関する人事院の勧
告を踏まえて対応する必要がある。
・職員の健康保持、勤労意欲・活力の維持、仕事と家庭を両立し男女が共に活躍できる職場環境
づくり等の観点から、長時間労働の是正が重要課題となっている。

取組
内容

・国や県の給与制度を基準とした給与制度運用をすすめる。
・「ノー残業デー」の徹底により、時間外勤務手当の縮減を図る。

取組スケジュール等 令和３年度

人事院勧告に準じた
給与改定

計画

№20 取組項目 人材育成の推進 総務課

現状・
課題

・行政課題の複雑・高度化や、多様化する市民ニーズに迅速かつ的確に対応するため、人材育成
を目的として導入した人事評価制度の運用により、職員一人ひとりの能力開発に努める必要があ
る。

時間外勤務時間数の
抑制

計画

規則の範囲内

c：評価

d：令和２年度の実績

管理職員のマネジメント力向上と時間外勤務命令の上限時間遵守及び縮減を目的
として、「時間外勤務命令申請」の運用を見直し、これまで受命者自身が「時間外勤
務命令申請」を行っていたものを直属の上司が入力・申請する運用に改めた。
　※１人当たりの時間外勤務時間数
　令和２年度：平均13時間55分/月、平均167時間00分/年
　令和元年度：平均14時間20分/月、平均172時間2分/年

e：今後の具体的な取組

地方公務員の給与決定に関しては、地方公務員法において均衡の原則や条例主
義の原則が定められているので、これらの原則に則り適切に対応する。また、時間
外勤務は上限時間を超えて命ずることは原則認められないことや業務の偏りや事
務分担の見直しを行うこと等について周知徹底し、長時間労働の是正に努める。

人事評価制度の運用 計画

１回

c：評価

d：令和２年度の実績
法令に基づき評価結果を人事管理の基礎として活用し、給与（昇給・勤勉手当）や
任用に反映した。また、評価精度を高めるとともにマネジメント能力の向上・開発を
目的として人事評価者研修を実施した。

e：今後の具体的な取組
組織の士気高揚、職員へのインセンティブ付与に繋げるため、引き続き、評価結果
を人事管理の基礎として活用する。また、評価精度の高さが制度全体の信頼性・納
得性を高めることからも、今後も評価者研修を実施していく。

評価者研修の実施
【開催回数】

計画

取組
内容

・専門的かつ細分化された行政需要に対応できる職員と総合的な視野を有する職員のバランスのとれた育成を図
る。
・人事評価制度の運用により、能力や意欲と実績を重視した人事管理と人材育成を推進する。

取組スケジュール等 令和３年度

開催

継続

導入

適正運用
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基本目標１　小さな行政・質の高いサービスの提供

担当課 今後の方向性

要改善

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 100% 100% 100% 100%

a：実績値 95% 97%

目標値 15人以上 15人以上 15人以上 15人以上

a：実績値 18人 4人

B C

担当課 今後の方向性

目標を拡充

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 10件以上 10件以上 10件以上 10件以上

a：実績値 30件 12件

／

5 18

100.0 180.0

A A

c：評価

d：令和２年度の実績

庁内掲示板で各研修機関が実施する研修メニューを案内するとともに、研修計画
で示す職位に達した職員に対しては個別に派遣研修の受講を働きかけるなどして
研修機会を提供した。なお、コロナ禍において、感染拡大地域への移動を自粛する
影響もあり、チャレンジ研修・派遣研修の受講者数が前年度に比べ少ない結果と
なった。
なお、行財政改革推進市民会議において、新型コロナウイルス感染症により実施で
きなかった特別な事情を考慮すべきでは、との意見があったことから、評価ＤをＣに
変更した。

e：今後の具体的な取組

住民ニーズが多様化・高度化する中、職員に求められる資質や能力水準は高く
なっている。コロナ禍での派遣研修が難しい中、eラーニング研修の新規導入やオ
ンラインによる研修への受講機会を提供し、職員一人ひとりの資質と能力向上を図
る。

c：評価

d：令和２年度の実績
提案件数は、前年度に比べると減少したが、目標値を上回る提案件数があった。行
財政改革推進本部幹事会において「実施」又は「実施の方向で検討」と決定された
提案について、令和元年度に検討中だったものも含め13件が実施された。

10件以上

e：今後の具体的な取組

引き続き、職員から前向きな発案や先進自治体の取組事例等を募集し、全庁で共
有することにより、当事者意識の醸成と業務改善の機運向上を図る。
なお、令和２年度の取組により取組目標を達成したことから、令和５年度における目
標値を「10件以上」から「40件以上」に拡充する。

№21 取組項目 職員研修の充実 総務課

15人以上

取組
内容

・一般研修、階層別研修、法令、技術、接遇等の専門研修、国・県等への長期派遣研修の積極的推進により、多様
な住民ニーズに対応することができる人材の育成をすすめる。

取組スケジュール等 令和３年度

階層別研修への参加
【受講率】

計画

100%

現状・
課題

・行政課題の複雑・高度化や、多様化する市民ニーズに迅速かつ的確に対応できるよう、また職員
それぞれが職位・職制上の段階に応じた役割が果たせるよう、各種研修を組み合わせ、職員一人
ひとりの能力開発に努める必要がある。

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値

達成度(自動計算)

10件以上（令和5年度）業務改善の実施件数（累計）

２件

直近の実績
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

(平成29年度)

職員提案の推奨
【提案件数】

計画

№22 取組項目 職員提案制度の拡充 総務課

現状・
課題

・今後、人口減少による労働力の制約が見込まれる中で継続的に行政運営を行っていくには、職
員から寄せられた改善提案を具体化し、積極的に業務改革・業務改善に取り組む必要がある。

取組
内容

・職員提案制度を実施し、職員の改革意識の推進に取り組む。

取組スケジュール等 令和３年度

チャレンジ研修の推
奨
【受講者数】

計画

継続

継続

継続
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基本目標１　小さな行政・質の高いサービスの提供

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

B B

e：今後の具体的な取組
複雑化・多様化する行政課題に対応するため、組織体制の見直しや適材適所に配
意しつつ、事業量に見合った人員配置となるように努める。

組織体制構築・人員
配置

計画

現状・
課題

・行政課題の複雑・高度化や、多様化する市民ニーズに迅速かつ的確に対応するため、適時的確
な組織体制の構築と適正な人員配置等が必要である。

・社会変化に伴う行政ニーズの把握に努めつつ、主要事業（重点事業）を効率的に推進するための組織体制を適時
的確に構築する。
・職員の能力、適性に配慮した人員配置と登用を進める。

取組スケジュール等 令和３年度

c：評価

d：令和２年度の実績
新型コロナウイルスワクチン接種開始に向けた人員体制の整備を行った。また、「自
治体デジタル・トランスフォーメーション推進計画」を踏まえ、総務課内に「デジタル
化推進班」を設置し、推進体制の構築を図った。

取組
内容

総務課№23 取組項目 効率的な組織体制づくり

組織構築・適正配置
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（１）健全財政の維持

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 3,785百万円 2,245百万円 975百万円 963百万円

a：実績値 4,376百万円 3,139百万円

B B

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

／

15.2% 14.9%

96.6 110.7

B B

№25 取組項目 公債費の抑制 財政課

取組
内容

・第７次総合計画に基づき、投資的事業の計画的な実施に取り組む。

取組スケジュール等 令和３年度

投資的事業の計画的
な実施
【投資的事業に要した
経費】

計画

1,591百万円

c：評価

d：令和２年度の実績

大型事業のうち石動駅周辺整備事業や（仮称）石動コミュニティプラザ整備事業の
一部について、７次総前期実施計画上、令和２年度に計上されていない令和元年
度からの繰越事業費がそれぞれ88,165千円、538,992千円があったこと、また、令和
元年度の補正予算で計上し繰り越し、同様に７次総前期実施計画上令和２年度に
計上されていないＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた環境整備費108,276千円が
あったことなどから、これらを考慮すると、過大な実績ではなく、概ね計画どおりで
あった。
また、市債の借入額は№25で取り上げているように大幅に減少しており、さらに財政
調整基金の繰入額をゼロとできた。

e：今後の具体的な取組
引き続き、７次総前期実施計画をベースにサマーレビューなどを通して、投資的事
業の平準化や抑制に努め、市債の借入額や財政調整基金の繰入額を抑える。

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値

基本目標２　持続可能な財政基盤の強化

№24 取組項目 投資的事業の計画的な実施 財政課

現状・
課題

・投資的事業の実施年度を平準化し、市債の借入額や財政調整基金の繰入額を抑え、健全財政
を維持することが必要である。

市債借入額の抑制(償
還額の範囲内）

計画

現状・
課題

・令和６年度まで公債費（元利償還金）の増加が見込まれることから、財政の硬直化が避けられな
い。

取組
内容

・市債借入額を償還額の範囲内となるよう努め、市債残高の抑制に取り組む（臨時財政対策債に係る分を除く）。
・実質公債費比率18％以内を維持する。

取組スケジュール等 令和３年度

直近の実績
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

(平成29年度)

前年度以内（毎年度）
実質公債費比率

（前年度実績からの改善率）

15.1%

c：評価

d：令和２年度の実績

市民交流プラザ整備事業が継続的に実施されているものの、石動駅周辺整備事業
や統合こども園などの大型事業が完了したことにより、借入額は大幅に減少した。
（令和２年度実績：借入額1,978百万円、公債費1,412百万円）
※参考（令和元年度実績：借入額3,181百万円、公債費1,376百万円）

e：今後の具体的な取組

大型事業の完了による借入額の減少に加え、その他の借入額の抑制にも努め、令
和３年度以降、市債借入額が償還額の範囲内となるよう努める。また、実質公債費
比率18％以内を維持するため、引き続き、交付税措置のある有利な起債の借入れ
に努め、実質的な負担を考慮しながらその上昇を抑える。

達成度(自動計算)

実施

実施
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基本目標２　持続可能な財政基盤の強化

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

／

1,946 1,989

98.2 96.0

B B

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 5件 5件 5件 5件

a：実績値 6件 10件

／

84.8% 86.9%

96.3 98.7

B B

№26 取組項目 物件費の節約 財政課

予算編成、執行管理
による物件費の節約

計画

現状・
課題

・光熱水費の節約や委託料等の仕様見直しによる経費節減など物件費の節約には、職員の意識
啓発を図り全庁的な課題として取り組むことが必要である。

取組
内容

・物件費（光熱水費、委託料等）の節約を全庁的に取り組む。

取組スケジュール等 令和３年度

現状・
課題

・健全な経営維持にあたっては、有収率は水道の経営上非常に重要であり、その率の高低は直接
経営に影響するので、高いレベルに維持することが必要である。

取組
内容

・継続的に流量監視及び漏水調査を実施し、漏水の早期発見に努め、有収率の向上を図る。

取組スケジュール等 令和３年度

令和５年度
(平成29年度)

契約形態等の見直し 計画

平成29年度決算額以下（毎年度）物件費総額（賃金除く。）取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

1,912百万円

№27 取組項目 上水道事業の健全経営維持 上下水道課

d：令和２年度の実績

光熱水費の節約や委託料の仕様見直しによる経費節減に向けて、引き続き取組を
進めた。しかしながら、自治体クラウドシステム導入関係費（87,773千円）やＧＩＧＡス
クール構想の実現に向けた環境整備費（47,446千円）などの電算関係委託料が増
嵩し、基準年度の数値から77百万円増加した。

e：今後の具体的な取組
新たな料金プランの導入など、引き続き、光熱水費の節約や委託料の仕様見直し
による経費節減に取り組む。

c：評価

達成度(自動計算)

漏水調査の実施 計画

流量監視の実施
【漏水発見件数】

計画

5件

86.98%

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

c：評価

d：令和２年度の実績
日々の流量監視データ異常確認及び漏水調査の実施より、津沢地内の大規模漏
水のほか、論田、芹川、鷲島、松尾及び道林寺地内において漏水を発見し、早期
修繕を実施した。

e：今後の具体的な取組
引き続き、流量監視を実施するとともに、流量測定に基づいた漏水調査を実施し、
有収率の向上に努める。

令和５年度
(平成29年度)

88％以上（毎年度）有収率

達成度(自動計算)

継続

漏水量の多いエリアを実施

対象経費

の抽出
実施調査 実施

実施
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基本目標２　持続可能な財政基盤の強化

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 ２回 ２回 ２回 ２回

a：実績値 １回 ２回

／

21.4% 21.6%

97.9 97.3

B B

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 80頭 80頭 80頭 80頭

a：実績値 76頭 77頭

目標値 6回 6回 6回 6回

a：実績値 6回 6回

／

100.0% 99.0%

125.0 123.8

A A

№28 取組項目 下水道事業の健全経営維持 上下水道課

不明水対策の実施
（雨水等の浸入防止
対策）

計画

現状・
課題

・健全な経営維持にあたっては、令和２年度から公営企業会計へ移行するとともに、不明水率（平
成30年度：21.49％）の低下、下水道接続率（平成29年度：82.8％）の向上を図る必要がある。

取組
内容

・継続的に不明水調査を実施し、不明水率の低下を図る。
・下水道接続率の向上を図るとともに、公営企業会計への移行により経営状況や財政状態をより明確にし、経営の
効率化・健全化を図る。

取組スケジュール等 令和３年度

令和５年度
(平成29年度)

21％以下（毎年度）不明水率

接続率向上に向けた
個別訪問の実施
【訪問回数】

計画

２回

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

21.49%

c：評価

達成度(自動計算)

現状・
課題

・和牛(稲葉メルヘン牛）の生産において、現状の施設を最大限生かした出荷頭数を維持するととも
に、飼養管理を徹底し、高品質な和牛を生産していく必要がある。

取組
内容

・牧場経営の自立に向けて、和牛（稲葉メルヘン牛）の安定した出荷、肉質の向上を図り、売払収入の増加によって
経営の安定化を目指す。

取組スケジュール等 令和３年度

№29 取組項目 稲葉山牧野の経営の安定化 稲葉山牧野

d：令和２年度の実績
石動地区（石動町、西町、観音町）にて不明水調査を実施し、マンホールからの浸
入水防止修繕を19箇所実施した。また、埴生・北蟹谷地区のマンホール蓋の鍵穴
に雨水等の浸入防止対策措置を実施した。

e：今後の具体的な取組
引き続き、不明水対策を実施するとともに、処理分区のブロック単位で不明水の発
生を把握し、より効果のある方策の構築を行う。

和牛の体調に合わせ
た餌配合の点検と見
直し
【点検回数】

計画

6回

和牛（稲葉メルヘン
牛）の出荷
【出荷頭数】

計画

80頭

88.2%

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

c：評価

d：令和２年度の実績
和牛（稲葉メルヘン牛）の出荷、肉質向上を図り、売払収入の増加によって経営の
安定化を目指した。
出荷頭数：76頭（R1）→77頭（R2）　上位等級比率：100.0％（R1）→99.0％（R2）

e：今後の具体的な取組
引き続き、繁殖・肥育技術の進展に努め、出荷頭数の増や肉質の向上を図り、売払
収入の増加による牧場経営の安定化に取り組む。

令和５年度
(平成29年度)

80％以上（毎年度）肉質上位等級比率（A5.A4.B5.B4）

達成度(自動計算)

実施

定期的な実施

継続

定期的な点検
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基本目標２　持続可能な財政基盤の強化

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 3,330百万円以内 3,405百万円以内 3,985百万円以内 4,057百万円以内

a：実績値 3,513百万円 3,769百万円

B B

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 ２回 ２回 ２回 ２回

a：実績値 ２回 ４回

目標値 ２回 ２回 ２回 ２回

a：実績値 ２回 ２回

／

29.8% 29.7%

49.7 49.5

B C

№30 取組項目 介護給付費の抑制 健康福祉課

現状・
課題

・急速な高齢化により、団塊の世代がすべて75歳となる令和７年には、社会保障費の増大が見込ま
れることから、壮年層～前期高齢者世代を中心とした健康寿命の延伸対策による介護給付費の抑
制が課題である。

取組
内容

・健康づくり・生きがい対策、介護予防対策の充実を図り、介護給付費の抑制を目指す。

取組スケジュール等 令和３年度

高齢者保健福祉計画
の推進
【介護給付費】

計画

3,901百万円以内

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

e：今後の具体的な取組
特定保健指導事業の充実・強化のために、例年実施している電話勧奨に加え、人
間ドックの受診日と同日に特定保健指導を実施できないか北陸中央病院と協議す
る。

令和５年度
(平成29年度)

60%以上（令和5年度）特定保健指導利用率

達成度(自動計算)

c：評価

d：令和２年度の実績

・R3からR5までの３年間を計画期間とする第８期小矢部市高齢者保健福祉計画の
策定を行った。
・健康寿命の延伸を目指し、地域ぐるみの介護予防活動の一つである「ふれあいい
きいきサロン」活動の充実強化のため、リハビリテーション活動のための講師派遣事
業を実施した。しかしながら新型コロナウイルス感染症の影響により、事業活動の中
止・縮小が相次ぎ、活動助成回数等は減少となった。
・ふれあいいきいきサロン事業　活動団体数　89団体、654回開催、延8,652人参加
・リハビリテーション活動講師派遣事業　17件

e：今後の具体的な取組
新型コロナウイルス感染症の感染状況を見極めながら、介護予防対策の充実・強
化のため、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施（モデル事業）に取り組む。

c：評価

d：令和２年度の実績

特定保健指導対象者に対して年４回の電話勧奨を実施した。
人間ドックを受診した者のうち、結果が要医療判定となった者に対して、保健指導を
行うとともに、電話による医療機関への受診勧奨を実施した。
重複頻回受診・多剤服用者107人に対して適正受診・適正服薬に向けた指導を実
施した。
新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、訪問指導を自粛した影響等
もあり、保健指導利用率は伸びなかった。

26.2%

特定健診・特定保健
指導関係機関との意
見交換会等の開催
【開催回数】

計画

２回

№31 取組項目 国保医療費の適正化対策 市民課

特定保健指導の利用
勧奨の強化（電話勧
奨・訪問勧奨等）
【実施回数】

計画

２回

現状・
課題

・医療費の適正化を図るため、保険者として、健康教育・健康相談・健康診査等の実施による健康
保持増進のために必要な事業を行う必要がある。

取組
内容

・特定健診受診率や特定保健指導実施率の向上を図るとともに、糖尿病などの生活習慣病の予防対策の推進によ
り医療費の適正化を目指す。

取組スケジュール等 令和３年度

実施

開催

進捗管理 進捗管理見直し 見直し見直し
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基本目標２　持続可能な財政基盤の強化

（２）自主財源の確保及び創出

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 9,000千円 9,000千円 9,000千円 9,000千円

a：実績値 13,627千円 10,488千円

目標値 15件 15件 15件 15件

a：実績値 13件 ４件

／

97.4% 96.9%

100.9 100.4

A A

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 2件 2件 2件 2件

a：実績値 0 4件

B B

達成度(自動計算)

№32 取組項目 市税収納率の向上 税務課

財産差押等の強化
【財産差押等金額】

計画

9,000千円

現状・
課題

・市政運営に当たっては、市税の完納は必須ではあるが、2017年度収納率は96.28％となってい
る。

取組
内容

・収納率向上のため、電話催告、納税相談に加え、財産差押等を強化する。
・各種団体に対し、税法研修会・租税教室を開催し、納税啓発を図る。
・コンビニ納付等の納付しやすい環境整備を行う。

取組スケジュール等 令和３年度

税法研修会等の開催
【開催回数】

計画

15件

令和５年度
(平成29年度)

96.5％以上（令和5年度）市税収納率取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

96.28%

e：今後の具体的な取組
旧保育所などの財産について、測量や鑑定評価を実施して売却の準備が整った物
件から、入札による売払いを行う。

公有財産検討委員会
の開催

計画

未利用財産の売却、
利活用
【新たな売却、利活用
手続き件数】

計画

2件

現状・
課題

・未利用財産の売却、利活用は財政健全化の観点からも必要であり、未利用財産の利活用（処分）
については透明性を確保した処理が重要である。

取組
内容

・公有財産検討委員会において検討を行い、未利用財産（廃止施設を含む。）の売却、利活用を行う。

№33 取組項目 未利用財産の売却、利活用 財政課

c：評価

d：令和２年度の実績
財産調査を積極的に行った。また、コンビニ・スマホの収納サービスについて広報
に努めた。税法研修会については、コロナ禍の下小中学校の研修会を全て中止と
したため件数は減少した。

e：今後の具体的な取組
継続して滞納処分の為の財産調査を行う。分納誓約者に対しては、より管理、効率
化に努める。

c：評価

d：令和２年度の実績

公有財産検討委員会で処分予定財産の諸課題の整理及び処分方針を検討し、旧
養鶏センター跡地、旧若林保育所、おやべ温泉及び旧市民活動サポートセンター
について鑑定評価を実施し、入札売り払い公告を行った。なお、旧若林保育所に
ついては、落札者と売買契約を締結した。

取組スケジュール等 令和３年度

実施

開催

開催

実施
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基本目標２　持続可能な財政基盤の強化

担当課 今後の方向性

目標を拡充

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

／

0 2

0.0 200.0

B A

※施設命名権…

※ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ…

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 50件 50件 50件 50件

a：実績値 64件 57件

／

1 1

10.0 10.0

D E

達成度(自動計算)

達成度(自動計算)

現状・
課題

・現在、市の広報紙、ホームページ、汎用封筒に広告を掲載するほか、本庁舎入口に広告入案内
板を設置し広告収入を得ている。広告収入は、広告掲載者の確保が課題となっており、市の情報
発信媒体等を活用した広告効果について周知を図ることが必要である。

取組
内容

・新たな財源確保に向けて調査、検討する。

取組スケジュール等 令和３年度

新たな財源（施設命名
権、クラウドファンディン
グ等）の調査・検討

計画

№34 取組項目 新たな財源の確保 財政課

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
(－)

１件以上（令和5年度）新たな財源の導入（累計）

取組
内容

・地理的優位性を生かした企業立地と、地域に根ざす新規創業を促進するため、関係機関と連携し、誘致基盤の整
備と誘致活動を行う。

取組スケジュール等 令和３年度

－

公共施設等にスポンサーの企業名や製品名等のブランド名を付けることのできる権利のこと。施設所
有者にとっては施設運営に必要な資金の調達、企業側にとっては知名度の向上等のメリットがある。

インターネットを経由して不特定多数の人々から資金調達を行い、商品開発や事業などを達成する
仕組みのこと。

№35 取組項目 企業誘致の推進 企画政策課

・企業立地セミナー、ビジネス交流会等を活用した企業誘致を行っているが、企業誘致戦略を確立
する必要がある。また、新たな産業団地の整備が求められている。

d：令和２年度の実績

企業版ふるさと納税制度による寄附の獲得に向け、企業に働きかけを行い、２法人
から寄附があった。
「おやべイルミ」の存続に向けてクラウドファンディングを実施し、目標額の100万円
を超える118万円の寄附があった。
令和３年度の施設命名権導入に向けて制度設計を行った。

e：今後の具体的な取組
継続的に募集を行うことで、導入を行う。
なお、令和２年度の取組により取組目標を達成したことから、令和５年度における目
標値を「１件以上」から「３件以上」に拡充する。

現状・
課題

２社

計画

50件

遊休地の活用、新産業
団地等の適地調査・検
討

計画

企業立地助成金等によ
る支援制度の拡充

計画

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値
直近の実績

c：評価

d：令和２年度の実績

富山県企業立地セミナー（東京、名古屋）、とやま呉西圏域ビジネス交流交歓会に
参加し、小矢部市への立地についてＰＲした。また、ドラッグストア「ゲンキー」を展開
するゲンキー(株)、食品スーパーマーケットを展開するアルビス(株)の進出が決定し
た。（これらを踏まえた達成度は30％となる。）

e：今後の具体的な取組
引き続き交通至便の優位性をＰＲするとともに、令和３年度実施するケーブルテレビ
光ファイバ整備により市内全域で高速・大容量通信が可能となることなどのメリットも
しっかりＰＲして、企業誘致を進めていく。

c：評価

呉西圏域連携事業、県
企業立地セミナーによ
る誘致活動・企業訪問
の実施
【企業訪問延件数】

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度
(平成29年度)

10社以上（令和5年度）企業立地件数（累計）

実施

調査・検討

実施

制度設計 導入調査・検討
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（１）市民主体の活動支援の充実

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 12回 12回 12回 12回

a：実績値 12回 12回

／

40,528 17,317

101.3 43.3

A C

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

／

9,697 9,749

86.7 86.1

B B

40,000人以上（令和5年度）おやべ型１％まちづくり事業参加者延人数

8,560ｔ以下（令和5年度）ごみの排出量

達成度(自動計算)

達成度(自動計算)

9,467t

c：評価

d：令和２年度の実績
広報おやべや市ホームページ等での啓発をはじめ、市環境保健衛生協議会との連
携により、食品ロスの削減やエコバックの推奨などの周知徹底を図った。

e：今後の具体的な取組
剪定枝処理機を市民に貸出し、チップ（堆肥の原材料）化することで、ごみの減量化
を推進する。

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値

直近の実績
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

(平成29年度)

ごみ分別の周知徹底 計画

現状・
課題

・ごみの排出量が増加傾向にあることから、排出量の減少に向けた啓発活動が必要である。

取組
内容

・ごみの減量化を図るため、広報おやべや市ホームページ等での啓発をはじめ、市環境保健衛生協議会との連携によ
り、ごみ分別の周知徹底を図る。

取組スケジュール等 令和３年度

38,058人

№37 取組項目 市民、事業者が取り組むごみの減量化の推進 生活環境課

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値

直近の実績
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

c：評価

d：令和２年度の実績

e：今後の具体的な取組

事業実施件数は67件であり、本事業に関わった参加者は17,317人であった。コロナ
禍により計画していた活動ができなくなった組織も多いが工夫して事業を実施してい
る。引き続き新規事業募集向けのチラシにより、事業の周知に努めるとともに、申請団
体当たりの補助上限額を設けるなど、制度の見直しも行った。
なお、行財政改革推進市民会議において、新型コロナウイルス感染症により実施でき
なかった特別な事情を考慮すべきでは、との意見があったことから、評価ＤをＣに変更
した。

市民税の１％という貴重な財源を活用していることから、十分に効果検証を行い、より
一層有効な事業となるよう事業内容の再精査等に取り組む。

取組スケジュール等 令和３年度

広報おやべ等による
情報提供内容の充実
【提供回数】

計画

12回

令和５年度
(平成29年度)

まちづくり会議による
制度のブラッシュアッ
プ

計画

基本目標３　市民協働の充実・推進

№36 取組項目 おやべ型１％まちづくり事業の推進 定住支援課

現状・
課題

・有識者や団体からの推薦、公募委員により構成された「協働のまちづくり会議」において、事業の審
査や検証を行っている。事業件数・補助金交付額も高い水準となっているが、新規の事業申請件数
が低調である。

取組
内容

・地域の活性化や特色あるまちづくり等を目的として、市民自らが考え、みんなで一緒に行動するおやべ型１％まちづく
り事業の推進を図る。

実施

実施

随時
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基本目標３　市民協働の充実・推進

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

／

46.7% 66.7%

116.8 166.8

A A

（２）市政情報の共有化と透明性の確保

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

B B

40％以上（令和5年度）老朽危険空き家の除却率（累計）

市ホームページでの
市長交際費の公開

計画

c：評価

d：令和２年度の実績 市長交際費について市ホームページで公開し、２か月に一度更新している。

e：今後の具体的な取組 市ホームページ掲載情報の定期的な更新を行い、引き続き透明性の確保に努める。

令和４年度 令和５年度
(平成29年度)

現状・
課題

・透明性を確保するため、市長交際費を市ホームページで公開し、２ヶ月に一度更新している。

取組
内容

・市長交際費を定期的に市ホームページにて公開する。

取組スケジュール等 令和３年度

30.0%

№39 取組項目 市長交際費の公開 企画政策課

c：評価

d：令和２年度の実績
特定空き家等の所有者に対し解体に向けた助言・指導を行い、６件の解体を確認し
た。
※特定空き家除却件数20件/特定空き家30件＝特定空き家除却率66.7％

e：今後の具体的な取組
・引き続き、特定空き家等の所有者に老朽危険空き家除却支援事業補助金を活用し
た、解体に向けた助言・指導を行っていく。

達成度(自動計算)

空き家実態調査の実
施

計画

小矢部市空家等対策
計画の推進

計画

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値

直近の実績
令和元年度 令和２年度 令和３年度

現状・
課題

・少子高齢化社会の進展などにより今後も空き家が増加することが懸念されている。

取組
内容

・市民や自治会等と連携を取りながら、周辺に危険を及ぼす空き家等に対し、助言・指導等を行い特定空き家等の除
却を推進する。

取組スケジュール等 令和３年度

№38 取組項目 市民、地域との連携による空き家対策の推進 都市建設課

計画の実施

公開

実施
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基本目標３　市民協働の充実・推進

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 40回 40回 40回 40回

a：実績値 24回 20回

目標値 60% 60% 60% 60%

a：実績値 24% 67%

D C

（３）住民負担の適正化

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

B B

取組
内容

・施設使用料をはじめとする受益者負担について、今後の状況変化に合わせて見直しに取り組む。

取組スケジュール等 令和３年度

施設使用料の見直し 計画

c：評価

d：令和２年度の実績 令和３年度の見直しに向けて、課題を整理するなど準備を進めた。

e：今後の具体的な取組
取組スケジュールに従い、令和３年度に施設使用料等の見直しを行う。その際は、
「料金原価の考え」も参考にしながら見直しを検討する。

№41 取組項目 受益者負担の適正化 財政課

現状・
課題

・平成30年度における施設使用料の見直しでは、早急に一律的な引き上げを行えば市民の負担が増
大することから、引き上げ幅の限度を２倍程度とした。受益者負担の適正化を図る観点から、施設使
用料を定期的に見直し、徐々に引き上げることが必要である。

市長への手紙の受付
【２週間以内の回答
率】

計画

60%

c：評価

d：令和２年度の実績

新型コロナウイルス感染症の影響により、めるへん市民塾の開催が昨年度よりもさらに
減少した。市長への手紙は、回答希望のものについては、66件回答した。担当課へ
回答案の作成期日を従来よりも認識させたことにより２週間以内の回答率が向上し
た。
また、５案件についてパブリックコメント制度により、市民からの意見を聴取し、市政へ
の反映を図ることができた。

e：今後の具体的な取組

広報おやべ、市ホームページ、めるへん市民塾等の実施により情報発信に努めるとと
もに、引き続き市長への手紙を広聴業務の手段として有効に活用する。
パブリックコメント制度においては、引き続き、その手続を要する案件の把握や、対象
の漏れ落ちをなくし、制度が有効に機能する体制の確保を図る。

取組
内容

・広報おやべの発行やめるへん市民塾の開催を通して市政情報の積極的な発信を行うとともに、市長への手紙やパブ
リックコメント制度等の手法により、市民からの意見を聴取し、市政への反映を図る。

取組スケジュール等 令和３年度

めるへん市民塾の開
催
【開催数】

計画

40回

№40 取組項目 広報広聴業務の充実
企画政策課
総務課

現状・
課題

・広報おやべは月単位の発行のため、市ホームページ、めるへん市民塾等その他発信手段を有効に
活用する必要がある。市長への手紙は、市政の枠を超えた（市政反映が困難な）意見も多いが、回答
希望の手紙に回答するとともに、対応を要するものには随時対応している。

実施

実施

進捗管理 進捗管理見直し
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基本目標３　市民協働の充実・推進

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

A A

（４）ICT(情報通信技術)の利活用

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

B B

※自治体クラウド…

※マイナンバー制度… マイナンバー制度は、複数の機関に存在する特定の個人の情報を同一人の情報であるということの確
認を行うための基盤であり、社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い公
平・公正な社会を実現するための基盤である。マイナンバーの利用分野としては、社会保障分野、税分
野及び災害対策分野のほか、福祉、保健若しくは医療その他の社会保障、地方税又は防災に関する
事務その他これらに類する事務で利用できる。

マイナンバー独自利
用事務の導入検討

計画

取組
内容

・富山県自治体クラウドサービスの導入を進めるとともに、効率的なシステム運用に努める。また、新たなマイナンバー
独自利用事務の導入について検討を進める。

取組スケジュール等 令和３年度

自治体クラウドの導入 計画

№43 取組項目 電子自治体の推進 総務課

現状・
課題

・クラウド化による災害時における業務の継続性の確保や情報システム関連経費の削減等、防災・自
治体経営の観点から、共同利用型自治体クラウドの導入が求められている。

取組
内容

・補助目的の公益性の視点から、補助交付基準を明確にし、定期的な見直しに取り組む。

取組スケジュール等 令和３年度

補助金の見直し 計画

c：評価

d：令和２年度の実績
令和元年度に引き続き、サマーレビューにおいて補助事業の公益性や有効性などを
検証し市単独補助金の見直しを行い、令和３年度当初予算において、総額で前年度
比約24,400千円の削減を行うことができた。

e：今後の具体的な取組
引き続き、サマーレビュー等において、補助事業の公益性や有効性などを検証し、補
助金の見直しを継続する。

№42 取組項目 補助金の見直し 財政課

現状・
課題

・平成30年度における補助金の見直しでは、原則、全ての市単独補助金について補助金交付要綱を
制定し、必ず終期（見直し時期）を設定することとした。今後も補助事業の公益性や有効性などを定期
的に検証し、補助金の見直しを行うことが必要である。

c：評価

d：令和２年度の実績
富山県共同利用型自治体クラウドサービスを整備導入し、令和２年４月から運用を開
始した。

e：今後の具体的な取組
富山県共同利用型自治体クラウドサービスの適正な運用管理に努める。また、マイナ
ンバーを利用した行政手続については、市デジタル化推進本部において検討を行
い、業務の効率化及び住民サービスの向上を図る。

地方公共団体が情報システムを庁舎内で保有・管理することに代えて、外部のデータセンターで保有・
管理し、通信回線を経由して利用できるようにする取組のこと。複数の地方公共団体の情報システムの
集約と共同利用を進めることにより、経費の削減及び住民サービスの向上等を図ることができる。

導入（基幹系）導入準備

継続的に検討

導入検討

進捗管理 進捗管理見直し
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基本目標３　市民協働の充実・推進

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 150件 150件 150件 150件

a：実績値 109件 113件

C C

※SNS…

（５）市民満足度の向上

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

／

43.2% ―

86.4 ―

B ―

50％以上（毎回）アンケート回収率

41.2%

c：評価

d：令和２年度の実績 令和２年度に取り組むべき計画がない。

e：今後の具体的な取組

達成度(自動計算)

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値

直近の実績
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

(平成29年度)

回答手段の充実 計画

取組
内容

・市民の視点での施策の効果を客観的に把握するため、隔年で市民満足度アンケート調査を実施する。

取組スケジュール等 令和３年度

市民満足度調査の実
施

計画

現状・
課題

・市民の声を市政に反映するため、平成21年度から隔年で調査を実施している。回収率が低い若い
世代の回収率向上を目指す必要がある。

SNS等の活用
【公式フェイスブック等
発信件数】

計画

150件

e：今後の具体的な取組
「ＯＹＡＢＥふるさと通信局」の発信回数を増やすとともに、公式フェイスブックへの掲
載について全庁的に呼びかけることで、情報発信を継続していく。

№44 取組項目 情報発信手段の積極的な活用 関係課

登録した者同士が、メッセージや写真等により相互にコミュニケーションをとることが可能なインターネット上のサービス
のこと。Social Networking Service の略。

№45 取組項目 市民満足度調査の定期的な実施 企画政策課

c：評価

d：令和２年度の実績

SNSを使った情報発信「ＯＹＡＢＥふるさと通信局」により、本市の近況（観光・イベント）
や施策に関する情報を市外居住者等に発信している。
また、市ホームページについては、都度、最新情報に更新するよう全庁的に呼び掛け
るとともに、新型コロナウイルス感染症、鳥インフルエンザ、大雪に関する特設ページ
を作成する等、市民に分かりやすい情報発信に取り組んだ。

現状・
課題

・市ホームページによる情報発信（ＳＮＳ活用含む）は情報の更新が大切である。現状、各担当課で更
新することとしているが、課によって更新頻度にばらつきもみられることから、周知徹底を図っていく必
要がある。

取組
内容

・市ホームページを迅速に更新するとともに、SNSやメール配信サービス等の情報発信手段の積極的な活用を図る。

取組スケジュール等 令和３年度

実施

実施 実施 実施

実施 実施 実施
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基本目標３　市民協働の充実・推進

担当課 今後の方向性

取組継続

令和元年度 令和２年度 令和４年度 令和５年度

目標値 １回 １回 １回 １回

a：実績値 １回 １回

／

54,504 43,181

99.8 79.1

A B

達成度(自動計算)

49,169人

取組目標　／　目標値（目標年度）

ｂ：実績値

直近の実績
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

(平成29年度)

効率的な運行システム
の調査研究

計画

現状・
課題

・利用者総数は年々増加傾向にあるが、路線によっては利用率が低調な路線もあることから、利用の
促進策を検討する必要がある。

取組
内容

・アンケート調査等により客観的に利用者ニーズを把握するとともに、その内容をダイヤ改正に反映させることにより利
便性の向上や利用者の増加を図る。併せて、効率的な運行システムの調査研究を行う。

取組スケジュール等 令和３年度

№46 取組項目
市営バスの利便性向上による生活交通手段の充
実

生活環境課

バス利用調査
（アンケート調査、乗降
調査等）
【実施回数】

計画

１回

54,600人以上（令和5年度）メルバス利用人数

c：評価

d：令和２年度の実績
利便性の向上や利用者の増加につながるダイヤ改正を見越し、各路線の利用状況
調査を行った。

e：今後の具体的な取組
より効率的な運行施策に繋がる見直しを図るため、他自治体の事例について調査等
を行う。また、老朽化車両２台を更新し、安全・安定した運行体制を維持する。

実施

実施
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